
第  号議案

平成２８年度蒲郡市病院事業会計決算の認定について

平成２８年度蒲郡市病院事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第

２９２号）第３０条第４項の規定により認定に付する。

平成２９年９月６日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉

７２
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(1)　収益的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

たな卸資産の購入に係る仮払消費税及び地方消費税　59,147,828円

予 備 費

第1項

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用 7,596,952,000

医 業 外 費 用

特 別 損 失

区　　　　　　分

第1款

第1項 医 業 収 益

病 院 事 業 収 益

第3項

医 業 外 収 益

特 別 利 益

第2項

第2項

第3項

区　　　　　　分

第1款

第4項

地 方 公 営 企 業 法
第 24 条 第 3 項 の
規 定 に よ る 支 出 額 に
係 る 財 源 充 当 額

0

7,245,300,000

6,402,081,000

0

7,919,900,000

予　　　　　　　　　　　　算

当　初　予　算　額 補 正 予 算 額

予　　　　　　　　　　　　算

補正予算額
予備費

支出額

0

8,020,000

0

0

843,189,000

0

流用増減額

30,000

0

0

当 初 予 算 額

20,000,000 0

0

0

0

0294,928,000

0

0

0

0

0

0

地 方 公 営 企
業 法 第 24
条 第 3 項 の
規 定 に よ る
支 出 額

0

平 成 2 8 年 度 蒲 郡 市　

00

0

0

0

0

0

0
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（消費税及び地方消費税込　単位：円）

※仮受消費税等は仮受消費税及び地方消費税

（消費税及び地方消費税込　単位：円）

※仮払消費税等は仮払消費税及び地方消費税

626,671,917

17,247,014

4,012,514

△ 465,567,965

△ 459,970,357

△ 5,567,608

△ 30,000

地方公営
企業法第
26 条 第
2項の規
定による
繰 越 額

決　算　額

30,000 0

小　　　計

　　　　　　　額

備　　　　　　　　　考
予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

6,779,732,035

5,942,110,643

837,621,392

合　　　　　　　計

（うち仮受消費税等 16,012,434円）

（うち仮受消費税等  2,055,655円）

決　　算　　額

　　額

843,189,000

備　　　　考不 用 額
地方公営企
業 法 第 26
条第 2項の
規定による
繰 越 額

7,245,300,000

6,402,081,000

7,293,228,083

7,596,952,000

合　　　計

0

0

7,919,900,0007,919,900,000

7,596,952,000

　病 院 事 業 決 算 報 告 書

8,020,000

0

0

294,928,000

0

20,000,000

0

（うち仮払消費税等
　　 　1,963,019円）

0

0

0

20,000,000

（うち仮払消費税等
　 　125,941,709円）

585,412,389

4,007,486

294,928,000

8,020,000 （うち仮払消費税等
　　 　 　38,380円）

0

7,011,539,611

277,680,986

020,000,000
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(2)　資本的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 391,149,699円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 1,530,145円、過年度分損益勘定留保資金 389,619,554円で補てんした。

0

　　　予　　　　　　　　　　　　算

830,700,000

119,710,000

地方公営企
業 法 第 26
条の規定に
よる繰越額

小　　　計

20,347,000

520,000,000119,710,000

690,643,000

830,700,000

0

520,000,000

20,347,000 0

0

690,643,000 0

0

0

0

0

0

第2項

第3項

区　　　　　　分

第1款 資 本 的 支 出

企業債償還金

投 資

建 設 改 良 費第1項

第2項

第4項 企 業 債

区　　　　　　分

第1款

出 資 金

資 本 的 収 入

第1項

第3項 投 資 償 還 金

0 379,000,000

当初予算額 補正予算額 流用増減額

0

0

0 0

　　　予　　　　　　　　　　　　算

地方公営企業法
第 26 条 の 規 定
による繰越額に
係る財源充当額

520,000,000

0378,800,000

0

100,000

100,000

379,000,000

378,800,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　計

0

520,000,000

固 定 資 産
売 却 代 金

100,000

0 100,000 0
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（消費税及び地方消費税込　単位：円）

※仮受消費税等は仮受消費税及び地方消費税

（消費税及び地方消費税込　単位：円）

※仮払消費税等は仮払消費税及び地方消費税

6,944,970

110,942,502

不　用　額

（うち仮払消費税等
　　　38,526,100円）

備　　　　考

117,888,301

備　　　　考

0

△ 100,000

0

△ 66,100,000

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

829

0

合  計

0

継続費

逓　次

繰越額

0

0

0 0

翌　年　度　繰　越　額

453,900,000

0 013,402,030

決　算　額

528,767,498

0

378,800,000

0

690,643,000

20,347,000

0 0

0

　　　額

0

地方公営
企業法第
26 条 の
規定によ
る繰越額

決　算　額
継 続 費

逓　　次

繰 越 額

合　　計

1,232,811,699 0

0

690,642,171

639,710,000

1,350,700,000

継 続 費 逓 次

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

　　　　　額

0

合　　　　計

520,000,000

8,962,000

899,000,000

0 100,000

0

100,000

0

378,800,000

8,862,000

841,662,000 △ 57,338,000

0

　（うち仮受消費税等
　　 　382,380円）
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（単位：円）

1

3,990,280,439

1,632,619,864

303,197,906 5,926,098,209

2

4,018,913,808

1,180,273,574

1,143,011,776

487,019,531

33,806,408

22,572,805 6,885,597,902

959,499,693

3

762,490,000

11,082,000

17,267,187

44,744,021 835,583,208

4

192,686,706

36,216,753

24,557,608

12,840,000

179,970,264 446,271,331 389,311,877

570,187,816

長 期 貸 付 金 貸 倒
引 当 金 繰 入 額

(5) 雑 損 失

経 常 損 失

(4)

研 究 研 修 費

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 長 期 前 払
消 費 税 償 却

(3) 保 育 費

医 業 外 費 用

医 業 外 収 益

(1) 負 担 金

(2)

(4) その他医業外収益

医 業 費 用

(1) 給 与 費

(2) 材 料 費

経 費

医 業 損 失

(3)

補 助 金

(3) 長 期 前 受 金 戻 入

(4) 減 価 償 却 費

(5) 資 産 減 耗 費

(6)

(3) そ の 他 医 業 収 益

(2) 外 来 収 益

平成２８年度蒲郡市病院事業損益計算書
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

医 業 収 益

(1) 入 院 収 益
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5

3,969,106 3,969,106 △ 3,969,106

574,156,922

13,802,208,148

14,376,365,070当 年 度 未 処 理 欠 損 金

特 別 損 失

(1) 過年度損益修正損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金
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資　本　金 剰

資　　　本　　　剰　　　

受贈財産

評 価 額

14,950,690,092 9,993,000 7,312,450 47,563,000

0 0 0 0

0 0 0 0

14,950,690,092 9,993,000 7,312,450 47,563,000

378,800,000 0 0 0

378,800,000 0 0 0

0 0 0 0

15,329,490,092 9,993,000 7,312,450 47,563,000

補助金

前 年 度 処 理 額

当 年 度 純 損 失

当 年 度 末 残 高

処 理 後 残 高

当 年 度 変 動 額

自己資本金への受入

議会の議決による処理額

          平 成 2 8 年 度 蒲 郡 市　

補償金

前 年 度 末 残 高

　　　　　　　 （平成２８年４月１日から

自　己
資本金
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　　　　（単位：円）

余 金

　余　　　金

資本剰余

金 合 計

0 64,868,450 △ 13,802,208,148 △ 13,802,208,148 1,213,350,394

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（繰越欠損金）

0 64,868,450 △ 13,802,208,148 △ 13,802,208,148 1,213,350,394

0 0 △ 574,156,922 △ 574,156,922 △ 195,356,922

0 0 0 0 378,800,000

0 0 △ 574,156,922 △ 574,156,922 △ 574,156,922

（当年度未処理欠損金）

0 64,868,450 △ 14,376,365,070 △ 14,376,365,070 1,017,993,472

未処理欠損金

資本合計

利　益　剰　余　金

負担金 利益剰余金合計

病 院 事 業 欠 損 金 計 算 書

平成２９年３月３１日まで）
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　　　　（単位：円）

当 年 度 末 残 高 15,329,490,092 64,868,450 △ 14,376,365,070

議会の議決による処理額 0 0 0

（繰越欠損金）

処 理 後 残 高 15,329,490,092 64,868,450 △ 14,376,365,070

　　  　平成２８年度蒲郡市病院事業欠損金処理計算書

資本剰余金 未処理欠損金資　　本　　金
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（単位：円）

1

2,464,224,751

17,580,075,216

△ 11,732,575,889 5,847,499,327

557,176,500

△ 459,553,872 97,622,628

4,765,685,005

△ 3,509,377,199 1,256,307,806

5,425,253

△ 2,715,114 2,710,139

8,161,167

△ 5,876,040 2,285,127

9,670,649,778

2,954,451

2,954,451

42,960,000

△ 23,120,000 19,840,000

73,112,002

36,858,095

△ 36,858,095 0

4,602,680

97,554,682

9,771,158,911

貸 倒 引 当 金

長期前払消費税ロ

ハ

その他投資その他の資産

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

破産更生債権等

ニ

貸 倒 引 当 金

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

へ リ ー ス 資 産

(2)

(3)

構 築 物ハ

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

イ 土 地

車 両

ニ

減価償却累計額

イ 長 期 貸 付 金

器 械 備 品

イ

投資その他の資産

平成２８年度蒲郡市病院事業貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部

ホ

(1)

ロ 建 物

減価償却累計額
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2

90,629,579

446,692,076

△ 11,840,737 434,851,339

47,059,970

604,700

573,145,588

10,344,304,499

3

5,986,900,594

5,986,900,594

1,611,207,836

1,611,207,836

7,598,108,430

4

763,438,349

763,438,349

573,765

389,431,736

230,970,541

230,970,541

1,384,414,391

流 動 資 産 合 計

(2) 未 収 金

(3) 貯 蔵 品

現 金 預 金(1)

流 動 資 産

固 定 負 債

(2) 引 当 金

(2)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

引 当 金

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

前 払 金(4)

企 業 債

企 業 債 合 計

イ

(1)

企 業 債

(3) 未 払 金

イ

(1)

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

退職給付引当金

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

(4)

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

負　　　債　　　の　　　部

― 96 ―



5

909,807,963

△ 566,019,757

343,788,206

9,326,311,027

6 15,329,490,092

7

9,993,000

7,312,450

9,390,000

38,173,000

64,868,450

14,376,365,070

△ 14,376,365,070

△ 14,311,496,620

1,017,993,472

10,344,304,499

長 期 前 受 金(1)

繰 延 収 益

資 本 合 計

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

イ

ハ

資 本 金

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

県 費 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

(2)

補 償 金

(1) 資 本 剰 余 金

ロ

受贈財産評価額

利 益 剰 余 金

(注）　　 修繕引当金取りくずし額　　　　　　21,751,000円

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

イ

ニ

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

2

90,629,579

446,692,076

△ 11,840,737 434,851,339

47,059,970

604,700

573,145,588

10,344,304,499

3

5,986,900,594

5,986,900,594

1,611,207,836

1,611,207,836

7,598,108,430

4

763,438,349

763,438,349

573,765

389,431,736

230,970,541

230,970,541

1,384,414,391

流 動 資 産 合 計

(2) 未 収 金

(3) 貯 蔵 品

現 金 預 金(1)

流 動 資 産

固 定 負 債

(2) 引 当 金

(2)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

引 当 金

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

前 払 金(4)

企 業 債

企 業 債 合 計

イ

(1)

企 業 債

(3) 未 払 金

イ

(1)

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

退職給付引当金

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

(4)

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

負　　　債　　　の　　　部
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項

（１）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等

については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係る控除対象外

消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間または２０年間で均等償却を

行なっている。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計

が負担すると見込まれる額は、4,384,850,000円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース資産に係る経過措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

Ⅴ．その他の注記

１ 引当金の取り崩し

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、退職手当として 108,132,460 円を支給するため、退職給付引当金

108,132,460 円を使用している。

（２）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、期末手当及び勤勉手当を支給し、これらに係る法定福利費を支出

するため、賞与等引当金 221,616,585円を使用している。

（３）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、長期貸付金の返済を免除するため、また未収金及び破産更生債権

等を不納欠損とするため、貸倒引当金 13,398,276円を使用している。

                                     

注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法

建物       定額法

構築物      定額法

器械備品     定額法

車両       定額法

・主な耐用年数

建物       １５～３９年

構築物      １０～３０年

器械備品     ５～８年

車両       ５年

（２）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額のうち、「退職手当の負担に関する取り決め」に基づき、一般会計が負担する

部分を除く額を計上している。

（２）賞与等引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該支給に係る法定福利費の支出に備えるため、

当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上してい

る。

（３）貸倒引当金

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。

― 98 ―



                                 

４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項

（１）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等

については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係る控除対象外

消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間または２０年間で均等償却を

行なっている。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計

が負担すると見込まれる額は、4,384,850,000円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース資産に係る経過措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

Ⅴ．その他の注記

１ 引当金の取り崩し

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、退職手当として 108,132,460 円を支給するため、退職給付引当金

108,132,460 円を使用している。

（２）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、期末手当及び勤勉手当を支給し、これらに係る法定福利費を支出

するため、賞与等引当金 221,616,585円を使用している。

（３）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、長期貸付金の返済を免除するため、また未収金及び破産更生債権

等を不納欠損とするため、貸倒引当金 13,398,276円を使用している。
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